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消費税軽減税率制度に関するＱ＆Ａ公表 
老人ホームの食事は 640 円以下なら対象 
 

2016年度税制改正で来年４月の消費税率引上げ時

に消費税の軽減税率制度が導入されるが、国税庁は、

消費者や事業者が軽減税率の対象になるかどうかを

判断するための参考となる事例集を公表した。事例

集には、「飲食料品」の譲渡の範囲等や外食の範囲

など全 75項目がＱ＆Ａ形式で掲載されている。 

軽減税率制度では、客の自宅やホテルに出向いて

調理や給仕を伴うケータリング・出張料理などのよ

うな「譲渡の相手方が指定した場所において行う加

熱、調理又は給仕等の役務を伴う飲食料品の提供」

は外食に当たるため、軽減税率の対象から除外され

る。ただし、「有料老人ホームその他の人が生活を

営む場所として政令で定める施設」での飲食料品の

提供は、外食の対象外として軽減税率が適用される。

事例集では、外食の範囲の中で「有料老人ホームの

飲食料品の提供」を掲載し、有料老人ホームやサー

ビス付き高齢者向け住宅での食事は、原則軽減税率

の対象だが、食事の対価の額（税抜き）が１食当た

り 640 円以下で、１日の合計の食事代が 1920 円まで

が軽減税率の対象となることを明らかにしている。

これは、小中学校などの食事も同様となる。 

一方で、学生食堂や社員食堂の食事は軽減税率の

対象とはならない。事例集によると、軽減税率の適

用対象となる「学校給食」とは、その学校の児童や

生徒の全てに対して学校給食として行う飲食料品の

提供をいうので、利用が選択できる学生食堂での食

事はこれに該当しない、と説明している。 

 

生徒の教育旅行に「災害学」履修を 
３・11 を「地震津波サミット」の日に 

 

熊本県を中心とした大地震は九州を二分しかね

ない大震災となった。激甚災害指定で救済は急を告

げるが、生活・産業への影響は計り知れない。 

東日本大震災被災地では今、懸命に復興作業が行

われている。５年間の復興作業は、岸壁工事など大

半は元に戻す復旧だった。しかし、人口減や人口高

齢化、農水産業の一次産業衰退といった負の課題は

大震災でさらに加速した。 

東北の東海岸は、歴史や地形的に自然遺産も豊富

で国立公園もあって風光明媚が売りだった。しかし

この魅力の賞味期限は切れかかっている。特に岩

手・宮城両県の海岸地帯の被災 12 市町に「人とお

金をどうやって集めるか」は大きな問題だ。 

東北各地で旅行客に被災体験と教訓を伝える「復

興ツーリズム」が目立つ。自治体が率先して観光や

鉄道事業、スポーツイベントなどを開催、これらと

「自然災害学」（防災）を組み合わせ、学校の教育

カリキュラムに取り入れている。継続的な教育旅行

＋体験学習（フィールドワーク、キャンプ）を加え

ることで、年間の動員計画が組める。津波遺構は東

北へ―と、東北自身で人を呼ぼうとするコンテンツ

の拡充が不可欠だ。安倍晋三首相は「今年を東北観

光復興元年にする」と語るのは復興の遅れがあるか

らだ。地震国での「津波サミット」の実現可能性は

あるが、熊本大分地震で、計画は東北から西へと反

転しそうだ…。 
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